
 

  

この事業は、児童の成長を支えることが目的のため、お子様の年齢・体力や生活リズムに合わせた利用を検討してください。 

 

 

    

 

 

三鷹市障がい者支援課障がい者相談係  平日｜午前８時 30 分～午後５時 

☏０４２２－２９－９２３３（fax ０４２２－４７－９５７７）     

                                      

地区ごとに担当者が異なります。 

ご来庁いただく場合には、必ず事前に担当者と日時を調整された後、お越しください。 

 

※三鷹市では法律名、組織・団体名等で定めのあるもの以外は、「障害」の表記を「障がい」に改めて使用しています。 

   
 

  

  児童の発達を支援するための療育の提供を目的としています。 
   

児童発達支援 
 

主に未就学の障がい児を対象とし、日常生活における基本的な動作の習得や、

集団生活に適応するための訓練など、個別の療育プログラムを提供します。 
 

 

放課後等デイサービス 

 

学校教育法に規定する学校（幼稚園、大学を除く。）に就学している障がい児

を対象とし、学校授業終了後又は休業日に、生活能力の向上のために必要な

支援や余暇支援などを提供します。 

 

保育所等訪問支援 

 

訪問支援員が、保育所、幼稚園、小学校等を訪問し、障がい児に対して、他の

児童との集団生活への適応のための支援などを行います。 
 

居宅訪問型 

児童発達支援 

 

 

重度の障がい等の状態にある障がい児であって、障害児通所支援を利用する

ために外出することが著しく困難な障がい児に支援が提供できるよう、障が

い児の居宅を訪問して発達支援を行います。 

（※障害児相談支援事業所が作成する障害児支援利用計画案が必須） 

 

    

  相談支援専門員が、障害児通所支援を利用する障がい児に対し、サービスの利用調整や利用状況の確認（事業所

訪問）、サービスについての情報提供などの必要な支援を行い、児童の成長や社会に出てからの生活など、総合的な

相談を受けることができます。また、障害児支援利用計画案を作成し、定期的にサービス等の利用状況のモニタリ

ングを行います。 

 

    

  以下のいずれかに該当する児童が、通所給付決定の対象(申請時に対象児であることの確認が必要)です。 

１ 障害者手帳（療育手帳、身体障害者手帳、精神障害者保健福祉手帳）の交付を受けている 

２ 特別児童扶養手当または障害児福祉手当を受給している 

３ 特別支援学校や支援学級に在籍もしくは通級指導教室に通っている 

４ 医療機関の診断書もしくは療育の必要性を記載した医師の意見書がある（作成料は自己負担） 

５ 1～4 のいずれにも当てはまらない児童で、健康診査や発達支援センターでの面談を受けた結果、発達の遅れ

などの指摘を受け、療育の必要性があると判断された児童（健康診査や面談の記録等が必要となります） 

７ 利用にあたっての確認事項 

                                              チェック欄 

        ① 障害児相談支援を利用している場合は、相談支援専門員と相談しましょう。   □ 

② 事業所の見学をして、プログラムや空き状況を確認しましょう。        □ 

③ 管理者および児童発達支援管理責任者が誰かを確認しましょう。         □ 

④ 利用しようとする曜日を事業所と相談しましょう。                □ 

            送迎が必要な場合は、送迎の有無について確認をしましょう。 

 

         ① 事業所から契約書及び重要事項説明書の説明を受けましょう。           □ 

           契約は、受給者証がお手元に届いてからになります。 

        ② 児童発達支援管理責任者から、個別支援計画作成についての面談を受けましょう。□ 

        ③ 初回利用前に個別支援計画の内容について説明を受け、サインをしましょう。  □ 

           計画がお子様の支援にふさわしい内容かどうか、よく話し合ってください。 

           サインした個別支援計画の写しを、事業所から受け取ってください。 

 

        ① 利用日に、実績記録票に保護者確認印の押印（サインでも可）をしましょう。 □ 

        ② 利用者負担額の請求書・領収書・代理受領通知書の発行を受けましょう。   □ 

          （発行時期は事業所に確認をしてください。） 

        ③ 6 カ月に１回以上、個別支援計画の更新を受けましょう。          □ 

           前回の個別支援計画の内容の振り返りを踏まえて新しい個別支援計画が作成されます。 

           更新の際も児童発達支援管理責任者との面談が必要です。 

        ④ 年に１回、事業所が実施する保護者評価にご協力ください。         □ 

障害児通所支援事業等の利用に関する個別のご相談 

ホームページはこちらから 

― 三鷹市 ― 

障害児通所支援事業 

ご利用の手引き 

1 障害児通所支援事業とは 

２ 障害児相談支援事業とは 

３ サービスの対象児童 

確認リスト 

利用 

開始前 

受給者証 

申請後、 

  

届いたら 

利用 

開始後 



   

 

 

 障害児通所支援事業の各サービス利用については、市役所障がい者支援課障がい者相談係の地区担当へご相

談ください。あわせて、事業所の見学をして、プログラムや空き状況を確認しましょう。また、障害児相談支

援を希望される場合は、障害児相談支援事業所へもお問い合わせください。 

 

 

 

            

(ご利用のサービスによっては、その他の書類の提出が必要になる場合があります。) 

 

※１               障害児相談支援事業所の相談支援専門員が、障害児通所支援を利用する 

障害児相談支援事業所と      障がい児に対し、障害児支援利用計画案を作成します。障害児相談支援事 

障害児支援利用計画案について   業所は、定期的にサービス等の利用状況のモニタリングを行います。 
 

※２               保護者が自分で作成することを希望する場合や、障害児相談支援事業所が 

セルフプランとは         見つからない場合は、「セルフプラン」を作成してください。 

 

 

 

 

 

 

 申請書等や面接調査（アセスメント）などの内容を確認のうえ、支給決定を行います。 

※国の基準等に基づいて決定を行うため、希望どおりに決定されない場合があります。 

 ※利用日数は、必要分だけを決定します。週５日（月 23 日）を超えた利用は原則できません。 

 ※申請から交付まで、お手続きに一定のお時間を要します。 

 ※面接調査（アセスメント）については、申請内容によっては、行わない場合があります。 

 ※手帳のない児童は、６歳・12 歳の時点で受給者証更新時に、改めて医師意見書等の提出が必要になります。 

 

 

 

 利用する曜日を固定して契約してください。原則、契約した曜日以外の単発利用はできません。 

 また、同日に複数の事業を利用することや、個別支援計画を作成する前のサービス利用はできません。 
 

※３          事業所の児童発達支援管理責任者が、保護者と面談の上、個別支援計画を作成します。 

個別支援計画とは    個別支援計画に基づいて支援がされるため、作成前のサービス利用はできません。また、 

    個別支援計画は６か月に１回以上更新が必要です。 

 

    

  サービス利用にかかる利用者負担額は、サービス提供に要した費用の一割（１回あたり 1,000～2,500 円程度）で

す。月当たりの負担額は世帯※１の所得に応じた負担上限月額までとなります。 

  ただし、事業所により別途おやつ代等実費負担額がかかる場合があります。 
  

区分  負担上限月額 

生活保護 生活保護（または中国残留邦人等支援法による支援給付）受給世帯 ０円 

低所得 市民税非課税世帯 ０円 

一般１ 市民税課税世帯 

（所得割※２２８万円未満） 

通所施設、ホームヘルプ利用の場合 4,600 円 

入所施設利用者の場合 9,300 円 

一般２ 上記以外 37,200 円 

   

  ※１ 世帯の範囲は、保護者の属する住民基本台帳での世帯です。 

  ※２ 市民税所得割額は、支給期間の初月が①７～翌年３月の場合：当該年度、②４～６月の場合：前年度のも

のを確認します。 

 

幼児教育・     満３歳になった後の最初の４月から小学校入学までの３年間、障害児通所支援等の利用 

保育の無償化    者負担が無償化されます。なお、幼稚園、保育所、認定こども園等と併用する場合は、 

     両方とも無償化の対象となります。 

 

高額障害児通所   世帯で支払った負担額の合計が基準額を超えた場合に一部が還付されます。 

給付費       市役所での申請が必要です。 

 

多子軽減措置    障害児通所支援を利用している未就学の児童に兄・姉がいる世帯では、負担上限月額が 

          軽減される場合があります。（条件によって、所得制限があります。） 

 

    

  利用開始後、下記に該当する場合は、受給者証の変更申請等が必要になる場合があります。 

  お早めに障がい者支援課の地区担当までご連絡ください。 

   

支給決定期間終了に伴い、受給者証を更新する    転居する 

通所日数の変更や通所先を追加する         サービスを追加する 

サービスの利用を支給期間の途中でやめる      事業所を変更する 

 

   負担上限月額 4,600 円の場合は、上限額を超えて利用者負担を支払うことがないよう、 

※複数の事業所に   事業所に上限管理を依頼する必要があります。また、負担上限月額 37,200 円の場合 

通所する場合    でも支給決定内容によって、上限管理が必要になる場合があります。 

      原則として、最も多く利用する事業所に利用者負担上限額管理事務依頼(変更)届出書 

      を記入してもらい、障がい者支援課にご提出ください。 

 

以下のうち、いずれかひとつ 

障害者手帳、医師意見書、児童

状況報告書（発達検査結果等）
 

障害児支援利用計画案※１ 

または 

セルフプラン※２ 

 

申請書 

４ 障害児通所支援の新規利用の流れ ５ 利用者負担額について 

６ サービス利用開始後の手続きについて 

相談・見学 

必要書類の提出（障がい者支援課） 

面接調査（アセスメント） 

支給決定・受給者証の交付 

事業所との契約／事業所での個別支援計画※３の作成／サービス利用 


